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等の指定を進める地区について、具体的
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名張市の目指す都市づくりの方向１ 

いま、我が国全体として人口減少、超高齢化、社会経済の低迷、

地球規模での環境保全への対応など様々な問題を抱えています。 

名張市においても、こうした問題から衰退のシナリオに陥らな

いよう、しっかりと対応して持続可能な都市をつくっていく必要

があります。 

このような視点から、本市の都市づくりの基本的な方針を示す

「名張市都市マスタープラン」を平成 21 年度に改定しました。 

都市マスタープランに位置付けられた、今後の都市づくりの方

向をまとめると次のようになります。 

集約連携型の持続可能な都市 

名張市が目指す都市は… 

多様な

居住 
ライフスタイル、ライフステージに応じて適切な居住

環境を選択できる都市づくり 

連携の 

強化 
交通ネットワークの整備による機能的で暮らしやす

い都市づくり 

美しい 

都市 
地域の特色を活かし、活力と潤いを創造していく美し

い都市づくり 

計
画
の
柱

名張市はどんな都市づくりをめざしているの？ 

多様な居住を選択できる拠点（市街地）とそれらを連携する交通軸の形成イメージ 

①

①

⑤市内交通軸（拠点連絡ネットワーク）

市街地拠点 生活文化拠点

②広域交通軸

⑤

市域

④市内交通軸（環状道路内ネットワーク）

③

①都市交通軸

③市内交通軸（環状道路ネットワーク）

観光・交流拠点

集落居住拠点 産業拠点

②②

② ②

④
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③特定用途制限地域の導入 

②既存用途地域の見直し 

①用途地域等の指定検討 

めざす都市づくりのために土地利用をどうしていくの？ 

集約連携型の持続可能な都市づくりのため、次の方針に

基づいて土地利用を進めていきます。 

・適切な土地利用の規制・誘導を通じて、二地域居住（※1）、田舎暮らし、まち

なか居住など本市の財産である多様な居住環境の魅力を高めます。 

・秩序ある土地利用の推進により整然とした美しい都市を目指します。 

・農地や山林、自然公園区域など土地の特性に応じた利用を図り災害に強い都市づくりを進めます。

具体的には、主に次の３つの事項について、

土地利用のルールの見直しを進めます。 

（※1）二地域居住とは、都会に暮らす人が、週末や一年のうちの一定期間を農山漁村で暮らすという生活スタイルをいいます。 

（※2）現行の用途地域に隣接する地区又は単独で一定のまとまった規模（おおむね50ha）を有している地区を対象にしています。 

土地利用

の方針 

用途地域＊が指定された区

域において、土地利用の現状

や将来像に即して、必要な見

直しを進めます。 

(a)用途地域＊の指定のない

区域における住宅地・工業団

地について、用途地域等の指

定を進めます。（※2）

(b)都市の連担性や機能向上

に向けて、必要な用途地域の

指定を検討します。 

用途地域＊を指定しない区域

については、無秩序な市街化を抑

制するため、立地可能な用途や規

模などを制限するルールの導入

を進めます。 

土地利用

のルール

見直しの

概要 

見直し効果などはＰ３，４参照 

見直し効果などはＰ５参照 

見直し効果などはＰ６参照 
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現行制度と用途地域等の制度の比較 

現行制度 用途地域等 

制度の目的 
開発許可時の土地利用計画を保

持すること。 

市街地の環境を守りつつ、計画的に土地

利用を誘導すること。 

建物用途の 

制限 

開発許可内容は変更不可 

（ただし例外規定あり） 
法で定められた許容範囲内で建築可 

制限内容の 

見直し 

・定期的な見直しはなし 

・申請者と許可権者による手続 

・土地利用のニーズなどに応じて見直し 

・公聴会や案の縦覧など開かれた手続 

土地利用のルール見直しのあらまし２ 
土地利用のルールをどう見直すの？ 

現
状
の
課
題

実態としては既存の用途地域と同様の市街地でありながら、様々な制度が運用

されていて分かりづらい状況です。 

市街地の環境を保全・育成するため、本市では用途地域等を定めています

が、一方で、用途地域の定められていない区域において開発された住宅地や

工業団地では、開発許可時の土地利用計画を保持することを目的とした制度

が適用されています。 

この制度では、原則として開発許可内容から建物用途の変更が認められ

ず、将来のまちづくりの方向性という観点では分かりづらいという問題もあ

ります。 

○用途地域は、規制内容や将来の姿が分かりやすい制度といえます。 

○用途地域は、土地利用のニーズに応じて市民の皆様のご意見を伺いながら見直

すこともできるため、環境の変化に対応しやすいというメリットもあります。 

見
直
し
の
概
要

戸建て専用住宅地では、現行の制限内容の維持を基本に、既存の良好な住環境の

保全を目指した用途地域等を指定します。 

○現行で用途や形態の制限がなされた住宅地では、地区の実状に合わせた用

途地域を指定するとともに、原則として制限内容が現行と変わらないよ

う、地区計画制度＊を併用します。 

○現行で制限のない住宅地では、戸建て住宅地にふさわしい用途地域等を指

定します。 

幹線道路沿道やセンター地区等については、高齢者等も安心して暮らせるまちづ

くりのため、周辺環境との調和に配慮しながら、店舗等の立地を促進する用途地

域等を指定します。 

○幹線道路沿道について、周辺の住環境に影響を及ぼさない範囲で小規模な

店舗等が立地できるよう、規制の緩和を行います。 

○センター地区など従来、店舗等の立地が想定された地区では、周辺の住環

境との調和に配慮しつつ、適切な用途地域等を指定します。 

見
直
し
の
効
果

対象となる住宅地では、生活文化拠点として居住環境の維持・向上を目指し

たまちづくりを進めます。さらに、それを住民のみなさんと共に実現するため、

現行の複雑な制度体系から、みなさんにも分かりやすい制度に改めます。

用途地域＊の指定のない区域における住宅地・工業団地への用途地域等の指定 ①-a
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都市の連担性や機能向上に向けた用途地域の指定 

現
状
の
課
題

検討対象となる区域は全て農業振興地域であり、建物用途等に対する制限がほ

とんどなく、農地の中に住宅や店舗、工場などが混在する形で市街化が進行し

ています。 

①-b

国道等の幹線道路沿道を中心に店舗や共同住宅などが無秩序に立地するほか、戸建て

住宅のミニ開発も進んでおり、このまま放置すれば、相隣関係の悪化を招いたり、営農

環境に悪影響を及ぼしたりするおそれがあります。 

幹線道路以外は農業的な基盤整備のみであるため、市街地としては生活道路な

どの基盤が脆弱です。 

幹線道路以外は道幅が狭く、現状のまま市街化が進行した場合、交通安全や防

災などの観点から、良好な市街地の形成に支障が出るおそれがあります。 

用途地域が指定された区域の周辺で、道路整備等に伴って開発の進ん

だ地域では、都市マスタープランに基づき、用途地域の指定について地

域のみなさんと検討します。

○地域のみなさんの意向を反映して、将来目指すべき土地利用の方向性を明らかに

することができます。 

○用途地域等の指定により、用途混在や生活環境の悪化を招く無秩序な開発の抑制

や、生活道路などの基盤が整った良好な市街地環境の形成が図られます。 

見
直
し
の
概
要

農業従事者の方々を含め、地域のみなさんとともに今後の土地利用のあり方を検

討します。 

○無秩序な市街地形成を抑えるため、農業従事者の方々の意向も十分踏まえ

ながら、用途地域の指定を前提としつつ今後の土地利用のあり方について

検討します。 

都市マスタープランに位置付けられた「一般住宅地」の形成を基本に、既存建物

の状況などを踏まえながら、適切な用途指定などを検討します。 

見
直
し
の
効
果

○用途地域の指定に当たっては、良好な住宅市街地の形成を基本として、幹

線道路沿道については生活利便施設等の立地を誘導します。また、一部に

大規模工場等も立地することから、それらに配慮した適切な用途地域の指

定を検討します。 

○併せて、地区計画等による基盤整備について検討します。

建物用途等 

現況図 

蔵持地区の一部 

比奈知地区の一部 夏見・瀬古口地区の一部 
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桔梗が丘沿道地区 名張地区 

既存の用途地域の見直し 

現
状
の
課
題
・
将
来
像

○初瀬街道沿いを中心とした既存の市街

地では、商業系の用途地域が指定され

ていますが、地区の実状としては住宅

主体のところも多く見られます。 

○当地区では、豊富な歴史的資源などを

活かしながら、にぎわいや交流といっ

た機能の充実が望まれます。 

○幹線道路沿道で商業系の需要が高い

地区ですが、現行の用途地域では専用

店舗が建てられないなど、立地が厳し

く制限されています。 

○生活利便性の向上や歩いて暮らせる

まちづくりの視点から、一定規模の店

舗等の立地促進が望まれます。 

○住環境に影響を及ぼす建物（工場、風

俗施設等）の立地が制限されます。 

○形態制限の強化により、街並みにそぐ

わない大規模な建物の立地を抑えるこ

とができます。 

○徒歩圏内に店舗等が増えることで、生

活利便性が向上します。 

○形態制限を極力現状維持することによ

り、住環境の保全が図られます。 

②

見
直
し
の
効
果

見
直
し
の
概
要

○観光関連施設などの立地や初瀬街道の

街並みに配慮しつつ、居住環境の向上

を目指し、用途地域の見直しや地区計

画の指定を行います。 

○居住環境の保全に配慮しつつ、幹線沿

道にふさわしい一定規模の店舗等の立

地を許容する用途地域に見直します。 

○周辺環境との調和を目指し、高さや形

態の制限を考慮します。 

歩いて暮らせるまちづくりなど、暮らしのまちとして住環境の向上

や利便性の確保に向けた観点から、特に、現在指定されている用途地

域にそぐわない土地利用の実態が見受けられる名張地区と桔梗が丘

沿道地区などを重点的に、地区の実状や将来目指すべき市街地像に合

わせて、適切な用途地域への指定見直し等を皆様と共に進めます。 

名張地区 

桔梗が丘沿道地区 見直し重点地区 
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用途地域を指定しない区域について、立地可能な用途や規模などを制限する

ルールの導入 

建物用途の制限がほとんどない区域に対して、「特定用途制限地域（※）」

の導入などにより、できる限り計画的な土地利用の誘導を進めます。 

③

現
状
の
課
題

無秩序な市街化の進展や、環境負荷の増加などが懸念されます。 

用途地域を定めない区域では、建物の用途に関する制限がほとんどないた

め、規模の大きな店舗又は工場の立地、小規模住宅地の開発などにより、無

秩序な市街化、環境負荷の増加等を招くおそれがあります。 

このことは、集約連携型の持続可能な都市づくりを進める上で、大きな支

障になることが懸念されます。 

見
直
し
の
概
要

地域特性に応じた区分ご

とに、それぞれの区域の

環境にそぐわない建物の

立地を制限します。 

既存集落としてのまとまりに配

慮した範囲を想定しています。 

特定用途制限地域の区域設定イメージ 

見
直
し
の
効
果

集落区域では、大規模な店舗や娯楽施

設、工場などの立地を制限することにより、

集落環境が保全されます。 

開発区域の面積が、おおむね

50ha 未満の中小規模の住宅地

を想定しています。 

中小規模の住宅地では、低層住居専用

地域（「一低」「二低」）並みに制限すること

により、戸建て専用住宅地としての環境が保

全されます。

駅からおおむね 500ｍ以内の範

囲を想定しています。 

駅前周辺区域（赤目口駅・美旗駅） で

は、大規模な娯楽施設や環境を悪化させるお

それのある工場などの立地を制限すること

により、生活環境を保全しつつ交通結節点と

しての利便性の向上が期待できます。 

その他の区域では、農業振興地域の整備に関する法律などとの連携により、

原則として大規模建物の新規立地を抑制することで、農地、森林などの自然的環境

の保全が図られます。 

（※）特定用途制限地域は、都市計画法に基づく制度の一つで、用途地域が定められていない土地の区域（市街化調整区域を除く）

で、その良好な環境の形成又は保持のため、大規模な店舗など特定の用途の建築物等の立地を制限するものです。 
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以上の土地利用のルール見直しと合わせて、市民のみなさんと

共に都市づくりを進めていくための仕組みを次の手順及びおおむ

ねのスケジュールで進めていきます。 

３ 今後の進め方（手順とスケジュール）

 まず始めに、市民のみなさんと共に都市づくりを進めていくための基礎

的な環境を整えることが必要です。

 このため、現在の複雑なルールを誰もが分かりやすく使いやすいルール

に整理し、将来地域像の実現に向け、用途地域の指定の無い一定規模の住

宅地・工業団地について①-a用途地域等の指定を進めます。
また、一部の箇所で分かりにくくなっている市街地の範囲を誰もが分か

りやすいものに改めます。

⇒用途地域等の指定の考え方は、Ｐ８へ 

         ⇒具体的な考え方は、Ｐ９以降に

①-a 大規模な住宅地・工業団地への用途地域等の指定 （⇔Ｐ３） 

平成 25

年度～ 

 市民のみなさんからの提案による地域のルールづくりや、市域全体に関わる都

市づくりの計画においてもその案を作る段階から市民のみなさんが積極
的に参画できる制度の構築を目指します。
合わせて、①-b 都市の連担性や機能向上に向けた用途地域の

指定及び名張地区、桔梗が丘沿道地区などの魅力ある市街地形成を目指し、
②既存用途地域の見直しを進めます。

①-b 都市の連担性や機能向上に向けた用途地域の指定 （⇔Ｐ４） 

②既存用途地域の見直し （⇔Ｐ５） 

●手続条例の制定   ●地域提案型地区計画の策定促進

平成 26

年度～ 

 郊外部における無秩序な開発を抑制する仕組みとして、農林漁業の推進

施策と連携し、

③特定用途制限地域の導入を目指します。 

平成 27

年度～ 

③特定用途制限地域の導入 （⇔Ｐ６）
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４ 
用途地域の指定のない区域における住宅地・工業
団地への用途地域・地区計画等の指定（STEP１） 

このうち、①北側斜線、②地区計画に関して説明します。 

現行で北側斜線＊の制限が適用されていない住宅地（※3）では、既存不適格物件（※4）

の発生を抑えるため、用途地域は第一種中高層住居専用地域（「一中高」）を指定します。 ①
北
側
斜
線

制
限
へ
の
対
応

○現行で北側斜線の制限が適用されていない住宅地で第一種低層住居専用地域

（「一低」）などを指定した場合、相当の既存不適格物件が発生することが想

定され、これらの既存不適格物件については、増改築の際に既存の建物も北

側斜線の基準に適合させるための改造が必要となります。 

○そのための対策として、用途地域は第一種中高層住居専用地域（「一中高」）

を指定した上で、「一低」並みなど現行の制限に即して地区計画を定めます。 

○さらに、住民のみなさんの合意が得

られれば、“北側斜線は建替えの際の

み制限する（増改築では適用しな

い）”旨の基準を地区計画で定めるこ

とをお勧めします。 

用途地域の指定により、現行の制限内容との相違が発生する場合には、地区計画を

併用することで、できる限り現行の制限内容と一致させるようにします。 

②
地
区
計
画

に
よ
る
ル
ー
ル

の
補
完 ○用途地域は 12 種類の中から選ぶため、建築可能な用途や形態が現行の制

限内容と異なる場合があります。このような場合には、地区の実情に応じ

て独自のルールが定められる“地区計画”制度を併用します。 

【補足】巻末の参考資料をご覧ください 
新たに北側斜線が制限された場合で
も、建替えに際しては、おおむね従前の
容積率が確保できることを検証していま
す。 

（※1）現行の用途地域に隣接する地区又は単独で一定のまとまった規模（概ね50ha）を有している地区を対象にしていま
す。 

（※2）百合が丘、梅が丘、すずらん台及び春日丘の近隣センター地区等並びに百合が丘の業務用敷地及び春日丘の文教公益

地区が該当します。 
（※3）百合が丘、富貴ヶ丘（４番町）、桔梗が丘西（１番町）、さつき台、つつじが丘及び緑が丘が該当します。 
（※4）既存不適格物件とは、基準が適用される以前から存在する建物で、当該基準に適合しないものをいいます。 

用途地域等の指定の考え方は？ 

住宅地（※1）における用途地域等の指定に当たっては、できる限り現

行の制限内容を変更しないことを基本に、下の図に示すような考え方

で進めます。 

ベースとなる用途地域 

住宅地における用途地域等の指定の考え方 

①現行で北側斜線制限の有無 無し 有り 

その他（専用住宅地等） 

幹線道路沿道 NO YES 

近隣センター地区、 
業務地区等（※2）

第一種中高層住居 
専用地域（一中高） 

第二種低層住居 
専用地域（二低） 

第一種低層住居 
専用地域（一低） 

地区の実状に 
応じて個別に適用 

NO YES 現行の制限内容と一致 

②地区計画による補完 

既存環境の保全 

必要な場合 
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ＳＴＥＰ１で用途地域等の指定を行う区域は、下図の赤枠で囲んだ区域です。

次ページ以降に、各地区の具体的な案として、地区の将来像を示した上

で、用途地域等の指定素案を提案します。 

各地区の具体的な考え方は？ 

(1)百合が丘 
（→P10） 

(2)春日丘 
（→P12） 

(3)富貴ヶ丘 
（→P14） 

(4)つつじが丘 
（→P16） 

(5)すずらん台 
（→P18） 

(6)さつき台 
（→P20） 

(7)桔梗が丘西 
（→P22） 

(8)緑が丘 
（→P24） 

(9)梅が丘 
（→P26） 

(10)八幡工業団地 
（→P28） 

ＳＴＥＰ１ 用途地域等指定 

（素案）総括図 



(1)百合が丘地区（素案） 

目指すべき土地利用の将来像 

★参 考 

すずらん台では、サロン「きずな」を拠点とし
てコミュニティビジネスの創出が図られていま
す。（すずらん台地域ビジョンによる） 
このような地域活動が円滑に行えるようにす
るためにも、適切な土地利用規制への見直しが
求められます。 

市民センター隣に立地するサロン「きずな」 

こうした動きは、百合が丘、つつじが丘など他
の住宅地にも広がりつつあります。 

①住宅専用地区   低層の戸建て住宅が建ち並ぶ、閑静な住宅地の環境を保全するため、幹線沿道地

区、センター地区を除く住宅地全般を位置付けます。 

《まちづくりの将来像》  

「豊かな自然と触れ合う、 

安全安心で生きがいを感じるまちづくり」 

《まちづくりの基本方針》 

○活き活き交流コミュニティづくり 

○心と心の触れ合う助け合い福祉の向上 

○心安らぐ住環境づくり 

○人々が集い育む教育・文化 

○利便のよい住まいの場づくり 

○現状の良好な居住環境の保全 

心安らぐ住環境のため、戸建て専用住

宅地としての良好な居住環境の保全を基

本として、計画的な土地利用を図ります。 

○高齢者等も暮らしやすい環境づくり 

車での移動が困難な高齢者等も安全安

心に生活できるよう、幹線道路沿いを中

心に、店舗等の立地を促進します。 

このことにより、住民同士が気軽に集

まったりできる交流コミュニティの場が

増え、そこへの移動にバスを利用するこ

とで公共交通の維持や利便性向上も期待

されます。 

②幹線沿道地区   徒歩圏内での日常的な生活利便性を確保するため、小規模な店舗等の立地を誘導

する地区で、歩道の設置された幹線道路の沿道を位置付けます。 

③センター地区   主に住宅地内の住民の生活利便性を確保するために、店舗等の立地を促進する地

区で、商業用敷地の区域を位置付けます。 

◇百合が丘（住宅地）の目指すべき 

土地利用の将来像 

◇百合が丘地域のまちづくり方針 

（名張市総合計画 後期基本計画【地域別計画編】より）

◇名張市都市マスタープランの位置付け 

百合が丘 

○百合が丘は、将来の都市構

造の中で「生活文化拠点」

に位置付け、質の高い暮ら

しぶりを実現しつつ、住宅

地としての拠点性を高める

こととしています。 

◇土地利用ゾーニング 

【ゾーン区分図】

★各ゾーンのイメージ 

〈住宅専用地区〉 

〈幹線沿道地区〉 

〈センター地区〉 

④業務地区   西部の業務用敷地は、今後ともその機能を保全するため業務地区に位置付けます。 
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用途地域等の指定素案 

【用途地域及び地区計画の指定案】 

地区名 用途地域＊
用途地域による形態制限＊

地区計画＊による制限 
建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 

住宅専用地区 一中高 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h ・「一低」並みに加え店舗併用住宅、共同住宅等の用途制限 ・建築物高さ 10ｍ以下 ・壁面後退１ｍ以上 ・日影は現行保持 

幹線沿道地区 一中高 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h ・「二低」並みの用途制限 ・建築物高さ 10ｍ以下 ・壁面後退１ｍ以上 ・日影は現行保持 

センター地区 二 住 80／200 － 1.25D － 1.25D＋20m 5h/3h ・建築物高さ 15ｍ以下 ・壁面後退１ｍ以上 

業務地区 二 住 60／200 － 1.25D － 1.25D＋20m 5h/3h ・風俗営業に係る店舗等の用途制限 ・建築物高さ 20ｍ以下 ・壁面後退１ｍ以上 

注）   は制限内容が現行より「緩和」になるもの    は制限内容が現行より「強化」になるもの 

【建築物の「形態」制限の内容（都市計画法第41条等による）】 
区 分 建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 その他 

専用住宅敷地 
60／100 10ｍ 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 

住宅商業複合敷地 
商業用敷地 70／200 15ｍ 1.25D － 2.5D＋31m － 
業務用敷地 60／200 20ｍ 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 

【建築物の「用途」制限の内容（都市計画法第42条による）】 
区 分 建築可能な用途 

専用住宅敷地 専用住宅〔一区画一住宅（同一世帯による二世帯住宅は可）〕 
住宅商業複合敷地 「一低」に建築可能なもの 
商業用敷地 店舗及び店舗併用住宅 
業務用敷地 医療・社会福祉施設、文教施設、企業施設 

現行の制限内容 

用途地域等 

の指定

【１】用途制限 

○百合が丘は現行で北側斜線制限がな

いため、住宅専用地区、幹線沿道地

区では「一中高※」を指定した上で、

地区計画により現行に即した用途の

制限を行います。 

○センター地区は、比較的規模のまと

まった敷地を有することから、物品

販売店舗等で規模要件のない「二住
※」を指定します。 

○業務地区は、市立病院、市立看護専

門学校のほか、企業研修施設等が立

地しており、業務施設について規模

要件の緩やかな「二住」を指定しま

す。ただし、既存環境にそぐわない

一定の風俗営業に係るものなど（マ

ージャン屋、パチンコ屋、カラオケ

ボックスなど）については、地区計

画により立地を制限します。 

素案の 

ポイント 

用途地域 地区計画 

（※）「一中高」＝第一種中高層住居専用地域 「二住」＝第二種住居地域 

現行の制限内容による区分図 

【２】形態制限 

○形態制限については、現状を保持す

ることを基本とし、用途地域で定め

られない事項に関しては地区計画に

定めます。 

○センター地区の建ぺい率、隣地斜線、

日影、及び業務地区の日影について

は、指定する用途（二住）に応じて

選択可能な制限値と、地区の実態を

踏まえて現行の規制内容を変更しま

す。 

※上記以外に、『百合が丘ニュータウンの維持管理等に関する覚書』に

おいて、「宅地の再分割禁止」、「建築物の制限（用途、形態、外壁面

の後退距離）」について規定されています。
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(2)春日丘地区（素案）

目指すべき土地利用の将来像 

★各ゾーンのイメージ 

〈住宅専用地区〉 

〈幹線沿道地区〉 

〈センター地区〉 

★参 考 

すずらん台では、サロン「きずな」を拠点とし
てコミュニティビジネスの創出が図られていま
す。（すずらん台地域ビジョンによる） 
このような地域活動が円滑に行えるようにす
るためにも、適切な土地利用規制への見直しが
求められます。 

市民センター隣に立地するサロン「きずな」 

こうした動きは、百合が丘、つつじが丘など他
の住宅地にも広がりつつあります。 

①住宅専用地区   低層の戸建て住宅が建ち並ぶ、閑静な住宅地の環境を保全するため、幹線沿道地

区、センター地区を除く住宅地全般を位置付けます。 

《まちづくりの将来像》  

「このまちにずっ～といたい！ 

～誰もが胸をはって住みたくなるまちづくり～」 

《まちづくりの基本方針》 

○安心・安全で生きがいを持って暮らせるまちづくり

○子どもたちを心豊かに育むまちづくり 

○生活環境・マナーを推進するまちづくり 

○心の交流を生み出す文化を核としたまちづくり 

○現状の良好な居住環境の保全 

戸建て専用住宅地としての良好な

居住環境の保全を基本として、計画

的な土地利用を図ります。 

○高齢者等も暮らしやすい環境づくり 

車での移動が困難な高齢者等も安

全安心に生活できるよう、幹線道路

沿いを中心に、店舗等の立地を促進

します。 

このことにより、住民同士が気軽

に集まったりできる場が増え、そこ

への移動にバスを利用することで公

共交通の維持や利便性向上も期待さ

れます。 

②幹線沿道地区   徒歩圏内での日常的な生活利便性を確保するため、小規模な店舗等の立地を誘導

する地区で、歩道の設置された幹線道路の沿道を位置付けます。 

③センター地区   主に住宅地内の住民の生活利便性を確保するために、店舗等の立地を促進する地

区として位置付けます。 

◇春日丘（住宅地）の目指すべき 

土地利用の将来像 

◇つつじが丘地域のまちづくり方針 

（名張市総合計画 後期基本計画【地域別計画編】より）

◇名張市都市マスタープランの位置付け 

春日丘 

○春日丘は、将来の都市構造

の中で「生活文化拠点」に

位置付け、質の高い暮らし

ぶりを実現しつつ、住宅地

としての拠点性を高めるこ

ととしています。 

◇土地利用ゾーニング 

【ゾーン区分図】

④文教公益地区   今後とも既存の機能を保全するために位置付けます。 
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用途地域等の指定素案 

【建築物の「形態」制限の内容（都市計画法第41条等による）】 
区 分 建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 その他 

一般住宅 
地区 

1,2,3,5,6 番町 
50／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m 1.25D＋20m 4h/2.5h 

建築協定 
4 番町 － 

沿道住宅地区 60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m 1.25D＋20m 4h/2.5h 建築協定 
近隣センター地区 70／200 20ｍ 1.5D － 2.5D＋31m 5h/3h － 
文教公益地区 60／200 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h － 

【建築物の「用途」制限の内容（都市計画法第42条による）】 
区 分 建築可能な用途 

一般住宅 
地区 

1,2,3,5,6 番町 ・戸建住宅 ・「一低」※で建築可能な店舗等の面積が５０㎡以内の兼用住宅 
・集会所・診療所 ・その他「一低」で建築可能な公益上必要な建築物 4 番町 

沿道住宅地区 
・戸建住宅 ・「二低」※で建築可能な１５０㎡以内の店舗・飲食店等及び兼用住宅 
・診療所 ・その他「二低」で建築可能な公益上必要な建築物 

近隣センター地区 
・店舗・飲食店・事務所・ガソリンスタンド 
・その他「近商」※で建築可能な建築物 

文教公益地区 
・保育園・幼稚園・小学校・中学校・高等学校・大学・その他の専修学校等 
・上記の建築物に付属する店舗・飲食店・事務所等 

【建築協定による制限の内容】 
1,2,3,5,6 番町及び沿道住宅地区については、建築協定により、上記「形態」「用途」に加え、区画分割の禁止や壁
面後退などについて規定されています。 

現行の制限内容 

用途地域等 

の指定 

【用途地域及び地区計画の指定案】 

地区名 用途地域＊
用途地域による形態制限＊

地区計画＊による制限 
建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 

住宅専用地区－Ａ（建築協定締結区域：1,2,3,5,6 番町） 一低 50／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m － 4h/2.5h ・共同住宅等の用途制限 

住宅専用地区－Ｂ（建築協定締結区域以外：4 番町） 一中高 60／200 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h なし 

センター地区 近商 80／200 － 1.5D － 2.5D+31m 5h/3h ・建築物高さ 20ｍ以下 

幹線沿道地区 二低 60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m － 4h/2.5h ・共同住宅等の用途制限 

文教公益地区 一中高 60／200 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h ・用途制限（将来的な土地利用転換の可能性を考慮しつつ別途検討） 

注）   は制限内容が現行より「緩和」になるもの    は制限内容が現行より「強化」になるもの 

【１】用途制限 

○原則として、現行の制限と整合した用途地

域を指定した上で、地区計画により現行に

即した制限を行います。 

○４番町（住宅専用地区で建築協定締結区域

以外）は、住宅地の中心的な位置にあるこ

となどから、一定程度の生活利便施設等が

立地できるよう「一中高※」を指定します。 

○文教公益地区は、現行の制限を踏まえ「一

中高」を指定した上で、地区計画により、

将来的な土地利用転換の可能性を考慮しつ

つ、適切な用途制限を行います。 

素案の 

ポイント 

用途地域 地区計画 

（※）「一低」＝第一種低層住居専用地域 「二低」＝第二種低層住居専用地域 「一中高」＝第一種中高層住居専用地域 「近商」＝近隣商業地域 

【２】形態制限 

○形態制限については、現状を保持すること

を基本とし、用途地域で定められない事項

に関しては地区計画に定めます。 

○４番町は「一中高」の標準的な基準に則し

た形態制限に変更します。 

○センター地区では、建ぺい率について指定

する用途（近商）に応じて選択可能な制限

値に変更します。 

現行の制限内容による区分図 
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(3)富貴ヶ丘地区（素案） 

目指すべき土地利用の将来像 

◇富貴ヶ丘（住宅地）の目指すべき土地利用の将来像 

【比奈知地域の土地利用方針図】 

（名張市都市マスタープラン土地利用方針図より一部改変） 

★参 考 

すずらん台では、サロン「きずな」を拠点としてコミュニティビジネ
スの創出が図られています。（すずらん台地域ビジョンによる） 
このような地域活
動が円滑に行えるよ
うにするためにも、適
切な土地利用規制へ
の見直しが求められ
ます。 

こうした動きは、百
合が丘、つつじが丘な
ど他の住宅地にも広
がりつつあります。 

市民センター隣に立地するサロン「きずな」 

富貴ヶ丘は、低層の戸建て住宅が建ち並ぶ、

閑静な住宅地の環境保全を基本としつつ、店舗

併用住宅等の立地を促進するため、全域を『住

宅専用地区』に位置付けます。 

《まちづくりの将来像》  

「住民の視点から人権が保障され安全・安心に 

暮らせる福祉の増進と生活環境の実現」 

《まちづくりの基本方針》 

○自然との共生・共存による保全と活用 

○地域の歴史・文化の発掘、尊重と活用 

○老若男女の居場所や健康づくり等の環境づくり 

○安全・安心で快適なまちづくり 

○支え合いのまちづくり 

○現状の良好な居住環境の保全 

戸建て専用住宅地としての良好な居住環

境の保全を基本として、計画的な土地利用を

図ります。 

○高齢者等も暮らしやすい環境づくり 

車での移動が困難な高齢者等も安全安心

に快適に生活できるよう、店舗等の立地を促

進します。 

このことにより、老若男女が気軽に集まっ

たりできる居場所が増えることが期待され

ます。 

◇比奈知地域のまちづくり方針 

（名張市総合計画 後期基本計画【地域別計画編】より）

◇名張市都市マスタープランの位置付け 

富貴ヶ丘 

○富貴ヶ丘は、将来の都市構

造の中で「生活文化拠点」

に位置付け、質の高い暮ら

しぶりを実現しつつ、住宅

地としての拠点性を高める

こととしています。 

★住宅専用地区のイメージ 

全体としては専用住宅地としての環境を守り

ながら、住宅に併設して、地元の住民が集え

る喫茶店などを開くことも可能 

富貴ヶ丘は、比奈知地域の西端に位置し、地

域の居住機能の中心的な役割を担っています。用

途地域が指定されている市街地と隣接しており、

その市街地と一体性を持ちながら、戸建住宅エリ

アとして良好な住環境の形成が求められます。 
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用途地域等の指定素案 

【建築物の「形態」制限の内容（都市計画法第41条等による）】 
区 分 建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 その他 

4 番町 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 

5,6 

番

町 

専用住宅 
60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m 1.25D＋20m 4h/2.5h 

店舗併用住宅 

【建築物の「用途」制限の内容（都市計画法第42条による）】 
区 分 建築可能な用途 

4 番町 （用途制限なし） 
5,6
番
町 

専用住宅 専用住宅〔一区画一住宅（同一世帯による二世帯住宅は可）〕 

店舗併用住宅 「一低」に建築可能なもの 

現行の制限内容 

用途地域等 

の指定 

【用途地域及び地区計画の指定案】 

地区名 用途地域＊
用途地域による形態制限＊

地区計画＊による制限 
建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 

住宅専用地区－Ａ（４番町） 一中高 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h ・「一低」並みの用途制限 ・建築物高さ 10ｍ以下 ・日影は現行保持 

住宅専用地区－Ｂ（５，６番町） 
一低 60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m － 4h/2.5h 

・店舗併用住宅、共同住宅等の用途制限 

住宅専用地区－Ｃ（５番町） ・共同住宅等の用途制限 

注）   は制限内容が現行より「緩和」になるもの    は制限内容が現行より「強化」になるもの 

【１】用途制限 

○４番町は現行で用途の制限がなく、さらに

北側斜線制限がないため、「一中高※」を指

定した上で、低層戸建て専用住宅地として

の環境を保全するため、地区計画により

「一低※」並みの用途制限を行います。（注）

○５，６番町は、低層戸建て住宅地としての

環境を保全するため「一低※」を指定した

上で、現行に即し、地区計画により共同住

宅等の立地の制限を行います。 

素案の 

ポイント 

用途地域 地区計画 

（注）４番町には「一低」の指定により用途不
適格となる建物が存在しています。 
 これらについては、現状の床面積より1.2 倍
までの増築が認められます。 

現行の制限内容による区分図 

４番町 

（用途制限なし） 

５，６番町 

４番町 

５，６番町 

４番町 

５，６番町 

（※）「一低」＝第一種低層住居専用地域 「一中高」＝第一種中高層住居専用地域 

【２】形態制限 

○形態制限については、現状を保持すること

を基本とし、用途地域で定められない事項

に関しては地区計画に定めます。 

○４番町は現行で高さの制限はありません

が、低層住宅地としての環境保全のため、

現状の建物高さや５，６番町との整合を考

慮して「10ｍ以下」に制限することとし、

地区計画でこれを規定します。 
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(4)つつじが丘地区（素案） 

目指すべき土地利用の将来像 

★各ゾーンのイメージ 

〈住宅専用地区〉 

〈幹線沿道地区〉 

〈センター地区〉 

★参 考 

すずらん台では、サロン「きずな」を拠点とし
てコミュニティビジネスの創出が図られていま
す。（すずらん台地域ビジョンによる） 
このような地域活動が円滑に行えるようにす
るためにも、適切な土地利用規制への見直しが
求められます。 

市民センター隣に立地するサロン「きずな」 

こうした動きは、百合が丘、つつじが丘など他
の住宅地にも広がりつつあります。 

①住宅専用地区   低層の戸建て住宅が建ち並ぶ、閑静な住宅地の環境を保全するため、幹線沿道地

区、センター地区を除く住宅地全般を位置付けます。 

《まちづくりの将来像》  

「このまちにずっ～といたい！ 

～誰もが胸をはって住みたくなるまちづくり」 

《まちづくりの基本方針》 

○安心・安全で生きがいを持って暮らせるまちづくり 

○子どもたちを心豊かに育むまちづくり 

○生活環境・マナーを推進するまちづくり 

○心の交流を生み出す文化を核としたまちづくり 

○現状の良好な居住環境の保全 

戸建て専用住宅地としての良好な

居住環境の保全を基本として、計画

的な土地利用を図ります。 

○高齢者等も暮らしやすい環境づくり 

車での移動が困難な高齢者等も安

全安心に生活できるよう、幹線道路

沿いを中心に、店舗等の立地を促進

します。 

このことにより、住民同士が気軽

に集まったりできる場が増え、そこ

への移動にバスを利用することで公

共交通の維持や利便性向上も期待さ

れます。 

②幹線沿道地区   徒歩圏内での日常的な生活利便性を確保するため、小規模な店舗等の立地を誘導

する地区で、歩道の設置された幹線道路の沿道を位置付けます。 

③センター地区   主に住宅地内の住民の生活利便性を確保するために、店舗等の立地を促進する地

区で、住宅地中心部の店舗等が集積する商店街エリアを位置付けます。 

◇つつじが丘（住宅地）の目指すべき 

土地利用の将来像 

◇つつじが丘地域のまちづくり方針 

（名張市総合計画 後期基本計画【地域別計画編】（素案）より）

◇名張市都市マスタープランの位置付け 

つつじが丘 

○つつじが丘は、将来の都市

構造の中で「生活文化拠点」

に位置付け、質の高い暮ら

しぶりを実現しつつ、住宅

地としての拠点性を高める

こととしています。 

◇土地利用ゾーニング 

【ゾーン区分図】
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用途地域等の指定素案 

（用途制限なし） 

【建築物の「形態」制限の内容（都市計画法第41条等による）】 
区分 建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 その他 

センター地区以外 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 

センター地区 70／200 － 1.5D － 2.5D＋31m － 

※都市計画法第42条による建築物の「用途」制限なし 

現行の制限内容 

【用途地域及び地区計画の指定案】 

地区名 用途地域＊
用途地域による形態制限＊

地区計画＊による制限 
建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 

住宅専用地区 一中高 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 
・「一低」並みの用途制限 

・建築物高さ 12ｍ以下 ・日影は現行保持 

幹線沿道地区 一中高 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 
・「二低」並みの用途制限 

・建築物高さ 12ｍ以下 ・日影は現行保持 

センター地区 二住 80／200 － 1.25D － 1.25D＋20m 5h/3h ・高さ 15ｍ又は 20ｍ以下 

注）   は制限内容が現行より「緩和」になるもの    は制限内容が現行より「強化」になるもの 

【１】用途制限 

○つつじが丘は現行で用途の制限がなく、さらに

北側斜線制限がないため、センター地区以外の

全域に「一中高※」を指定した上で、地区計画

により、住宅専用地区では「一低※」並み、幹

線沿道地区では「二低※」並みを基本とした用

途の制限を行います。（注） 

○センター地区は、比較的規模のまとまった敷地

を有することから、物品販売店舗等で規模要件

の緩やかな「二住※」を指定します。 

素案の 

ポイント 

現行の制限内容による区分図 

用途地域 地区計画 

（注）センター地区以外では、上記の用途制限の適
用により用途不適格となる建物が存在していま
す。 
 これらについては、現状の床面積より1.2 倍まで
の増築が認められます。 

（※）「一低」＝第一種低層住居専用地域 「二低」＝第二種低層住居専用地域 「一中高」＝第一種中高層住居専用地域 「二住」＝第二種住居地域 

春日丘 

百合が丘 

富貴ヶ丘 

【２】形態制限 

○住宅専用地区、幹線沿道地区 

・形態制限については、現状を保持することを基

本とします。 

・高さの制限について現行での規定はありません

が、低層住宅地としての環境保全のため、現状

の建物高さを考慮して、住宅専用地区、幹線沿

道地区とも「12ｍ以下」に制限することとし

ます。 

・これらの基準について、用途地域で定められな

い事項に関しては地区計画に定めます。 

○センター地区 

・指定する用途（二住）に応じて選択可能な制限

値と、地区の実態を踏まえて現行の規制内容を

変更します。 

・高さの制限について現行での規定はありません

が、周辺環境との調和や現状の建物高さなどを

考慮して、「15ｍ以下」または「20ｍ以下」

に制限することとします。 

用途地域等 

の指定 

※上記以外に、『つつじが丘住宅地土地売買契約書』において、次の

規約があり、これらは第３者に譲渡後も継承されるとしています。 

・１区画１住戸の住宅建築に限る。 

・集合住宅及び指定地以外での店舗（店舗付住宅を含む）は建築す

ることができない。 

・建築物の階数は、地階を除き２以下とする。 
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 (5)すずらん台地区（素案） 

目指すべき土地利用の将来像 

★各ゾーンのイメージ 

〈住宅専用地区〉 

〈幹線沿道地区〉 

〈センター地区〉 

★参 考 

すずらん台では、サロン「きずな」を拠点とし
てコミュニティビジネスの創出が図られていま
す。（すずらん台地域ビジョンによる） 
このような地域活動が円滑に行えるようにす
るためにも、適切な土地利用規制への見直しが
求められます。 

市民センター隣に立地するサロン「きずな」 

こうした動きは、百合が丘、つつじが丘など他
の住宅地にも広がりつつあります。 

①住宅専用地区   低層の戸建て住宅が建ち並ぶ、閑静な住宅地の環境を保全するため、幹線沿道地

区、センター地区を除く住宅地全般を位置付けます。 

《まちづくりの将来像》  

「笑顔が絶えない 

活力のある町づくり・人づくりをめざして」 

《まちづくりの基本方針》 

○高齢者や障害者が安心して暮らせる福祉の町 

○公共交通などの便利な町 

○買い物に便利な町 

○災害に強く犯罪や事故の無い安心・安全な町 

○子育てがしやすく子どもたちが明るく育つ町 

○現状の良好な居住環境の保全 

戸建て専用住宅地としての良好な

居住環境の保全を基本として、計画

的な土地利用を図ります。 

○高齢者等も暮らしやすい環境づくり 

車での移動が困難な高齢者等も安

全安心に生活できるよう、幹線道路

沿いを中心に、店舗等の立地を促進

します。 

このことにより、住民同士が気軽

に集まったりできる場が増え、そこ

への移動にバスを利用することで公

共交通の維持や利便性向上も期待さ

れます。 

②幹線沿道地区   徒歩圏内での日常的な生活利便性を確保するため、小規模な店舗等の立地を誘導

する地区で、歩道の設置された幹線道路の沿道を位置付けます。 

③センター地区   主に住宅地内の住民の生活利便性を確保するために、店舗等の立地を促進する地

区で、スーパー、医療施設の立地が想定された区域を位置付けます。 

◇すずらん台（住宅地）の目指すべき 

土地利用の将来像 

◇すずらん台地域のまちづくり方針 

（名張市総合計画 後期基本計画【地域別計画編】より）

◇名張市都市マスタープランの位置付け 

すずらん台 

○すずらん台は、将来の都市

構造の中で「生活文化拠点」

に位置付け、質の高い暮ら

しぶりを実現しつつ、住宅

地としての拠点性を高める

こととしています。 

◇土地利用ゾーニング 

【ゾーン区分図】
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用途地域等の指定素案 

【建築物の「形態」制限の内容（都市計画法第41条等による）】 
区 分 建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 その他 

（全域） 60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m 1.25D＋20m 4h/2.5h 

【建築物の「用途」制限の内容（都市計画法第42条による）】 
区 分 建築可能な用途 

専用住宅 一区画一住宅（同一世帯による二世帯住宅は可） 

店舗併用住宅 「一低」に建築可能なもの 

センター地区 スーパーマーケット、医療施設等 

現行の制限内容 

用途地域等 

の指定 

【用途地域及び地区計画の指定案】 

地区名 用途地域＊
用途地域による形態制限＊

地区計画＊による制限 
建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 

住宅専用地区－Ａ 
一低 60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m － 4h/2.5h 

・店舗併用住宅、共同住宅等の用途制限 

住宅専用地区－Ｂ ・共同住宅等の用途制限 

幹線沿道地区 二低 60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m － 4h/2.5h （なし） 

センター地区 二住 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 5h/3h ・高さ 10ｍ以下  ・北側斜線 1.25D＋5m  ・日影 4h/2.5h 

注）   は制限内容が現行より「緩和」になるもの    は現行で店舗併用住宅のみに制限されている地区では「緩和」（専用住宅の建築が可能）となる。 

【１】用途制限 

○住宅専用地区は、低層戸建て住宅地と

しての環境を保全するため「一低※」を

指定した上で、地区計画により現行に

即した用途の制限を行います。 

○幹線沿道地区は、住宅地としての環境

を保全しつつ、小規模な店舗等（150

㎡以下）の立地が可能な「二低※」を指

定します。 

○センター地区は、比較的規模のまとま

った敷地を有することから、物品販売

店舗等で規模要件の緩やかな「二住※」

を指定します。 

素案の 

ポイント 

用途地域 地区計画 

（※）「一低」＝第一種低層住居専用地域 「二低」＝第二種低層住居専用地域 「二住」＝第二種住居地域 

【２】形態制限 

○形態制限については、現状を保持する

ことを基本とし、用途地域で定められ

ない事項に関しては地区計画に定めま

す。 

現行の制限内容による区分図 
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(6)さつき台地区（素案）

目指すべき土地利用の将来像 

◇さつき台（住宅地）の目指すべき土地利用の将来像 

【薦原地域の将来地域構造図】 

①住宅専用地区 

低層の戸建て住宅が建ち並ぶ、閑静な住宅

地の環境を保全するため、幹線沿道地区を除

く住宅地全般を位置付けます。 

《まちづくりの将来像》  

「やすらぎのふるさと薦原 

～わたしたちのきずなでつむぐ、 

  安心・安全・安住の里づくり～」 

《まちづくりの基本方針》 

○快適な道路環境の形成 

○親水空間の創造 

○薦原公園の拠点性向上 

○地域資源の育成 

○安心・安全ネットワークの構築 

○地域の魅力発信 

②幹線沿道地区

徒歩圏内での日常的な生活利便性を確保

するため、小規模な店舗等の立地を誘導する

地区で、歩道の設置された幹線道路の沿道を

位置付けます。 

◇薦原地域のまちづくり方針 

（名張市総合計画 後期基本計画【地域別計画編】より）

◇名張市都市マスタープランの位置付け 

【ゾーン区分図】

さつき台 

○さつき台は、将来の都市構

造の中で「市街地拠点（都

市居住拠点）」に位置付けら

れた、桔梗が丘駅周辺の住

宅地と一体性の高い地区と

なっています。 

★各ゾーンのイメージ 

〈住宅専用地区〉 

〈幹線沿道地区〉 

★参 考 

すずらん台では、サロン「きずな」を拠点としてコミュニティビジネ
スの創出が図られています。（すずらん台地域ビジョンによる） 
このような地域活動が円
滑に行えるようにするた
めにも、適切な土地利用規
制への見直しが求められ
ます。 

こうした動きは、百合が
丘、つつじが丘など他の住
宅地にも広がりつつあり
ます。 

市民センター隣に立地するサロン「きずな」 

さつき台は、桔梗が丘西の住宅地を挟み、用途地域が指定されている市街地と隣

接しています。また、薦原地域ビジョンにおいては「市街地定住ゾーン」に位置付

けられ、“地域の利便性や良質な都市的サービスを創出し定住を促す取組を進める”

こととしています。 

これらのことから、桔梗が丘駅を中心とする市街地と一体性を持ちながら、戸建

住宅エリアとして良好な住環境の形成が求められます。 

○現状の良好な居住環境の保全 

安住の里として、戸建て専用住宅地の良好な居住環境の保全を基本に、計

画的な土地利用を図ります。 

○高齢者等も暮らしやすい環境づくり 

車での移動が困難な高齢者等も安心安全に生活できるよう、幹線道路沿い

を中心に、店舗等の立地を促進します。 

このことにより、住民同士が気軽に集まったりできる場が増え、そこへの

移動にバスを利用することで公共交通の維持や利便性向上も期待されます。 

（薦原地域ビジョン(コモコモプラン 21)より）

さつき台 
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用途地域等の指定素案 

【建築物の「形態」制限の内容（都市計画法第41条等による）】 
区 分 建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 その他 
専用住宅 

60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h － 店舗併用住宅・ 
店舗 医療用地 

【建築物の「用途」制限の内容（都市計画法第42条による）】 
区 分 建築可能な用途 
専用住宅 専用住宅 

店舗併用住宅・ 
店舗 医療用地 

店舗併用住宅・店舗、医療用地 

現行の制限内容 

用途地域等 

の指定 

【用途地域及び地区計画の指定案】 

地区名 用途地域＊
用途地域による形態制限＊

地区計画＊による制限 
建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 

住宅専用地区 一中高 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 
・「一低」並みに加え店舗併用住宅、共同住宅等の用途制限 

・建築物高さ 10ｍ以下 ・日影は現行保持 

幹線沿道地区 一中高 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 
・「二低」並みの用途制限 

・建築物高さ 10ｍ以下 ・日影は現行保持 

注）   は制限内容が現行より「緩和」になるもの    は制限内容が現行より「強化」になるもの    は現行で専用住宅のみに制限されている地区では「緩和」 

【１】用途制限 

○さつき台は現行で北側斜線制限がないた

め、全域とも「一中高※」を指定した上で、

地区計画により、住宅専用地区では「一低※」

並み、幹線沿道地区では「二低※」並みを基

本とした用途の制限を行います。 

素案の 

ポイント 

現行の制限内容による区分図 

用途地域 地区計画 

（※）「一低」＝第一種低層住居専用地域 「二低」＝第二種低層住居専用地域 「一中高」＝第一種中高層住居専用地域 

八幡工業団地 

桔梗が丘西 

【２】形態制限 

○形態制限については、現状を保持すること

を基本とし、用途地域で定められない事項

に関しては地区計画に定めます。 

○現行で高さの制限はありませんが、低層住

宅地としての環境保全のため、現状の建物

高さを考慮して「10ｍ以下」に制限するこ

ととし、地区計画によりこれを規定します。 
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 (7)桔梗が丘西地区（素案）

目指すべき土地利用の将来像 

《まちづくりの将来像》  

「人の心が織りなす幸せ社会“ほっとまち”桔梗が丘」 

《まちづくりの基本方針》 

○元気・賑わい“ほっとまち” 

○安心・安全“ほっとまち” 

○生きがい・健康“ほっとまち” 

○緑・環境“ほっとまち” 

○子ども・未来“ほっとまち” 

○自律・規範“ほっとまち” 

◇桔梗が丘地域のまちづくり方針 

（名張市総合計画 後期基本計画【地域別計画編】より）

◇名張市都市マスタープランの位置付け 

桔梗が丘西 

○桔梗が丘西は、将来の都市構造

の中で「市街地拠点（都市居住

拠点）」に位置付けられた、桔

梗が丘駅周辺の住宅地と一体

性の高い地区となっています。 

◇桔梗が丘西（住宅地）の目指すべき土地利用の将来像 

【桔梗が丘地域の土地利用方針図】 

（名張市都市マスタープラン土地利用方針図より一部改変） 

桔梗が丘西（住宅地）は、低層の戸建て住宅が建

ち並ぶ、閑静な住宅地の環境保全を基本としつつ、

店舗併用住宅等の立地を促進するため、全域を『住

宅専用地区』に位置付けます。 

○現状の良好な居住環境の保全 

戸建て専用住宅地としての良好な居住環境の

保全を基本として、計画的な土地利用を図りま

す。 

○高齢者等も暮らしやすい環境づくり 

車での移動が困難な高齢者等も安全安心に生

活できるよう、店舗等の立地を促進します。 

このことにより、住民同士が気軽に集まったり

できるにぎわいの場が増えることが期待されま

す。

★参 考 

すずらん台では、サロン「きずな」を拠点としてコミュニティビジネ
スの創出が図られています。（すずらん台地域ビジョンによる） 
このような地域活
動が円滑に行えるよ
うにするためにも、適
切な土地利用規制へ
の見直しが求められ
ます。 

こうした動きは、百
合が丘、つつじが丘な
ど他の住宅地にも広
がりつつあります。 

市民センター隣に立地するサロン「きずな」 

★住宅専用地区のイメージ 

全体としては専用住宅地としての環境を守り

ながら、住宅に併設して、地元の住民が集え

る喫茶店などを開くことも可能 

桔梗が丘西は、桔梗が丘地域の西端に位置し、地

域の居住機能の中心的な役割を担っています。用途地

域が指定されている市街地と近接しており、桔梗が丘

駅を中心とする市街地と一体性を持ちながら、戸建住

宅エリアとして良好な住環境の形成が求められます。 
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用途地域等の指定素案 

【建築物の「形態」制限の内容（都市計画法第41条等による）】 
区 分 建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 その他 
１番町 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h － 
６番町 50／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m 1.25D＋20m 4h/2.5h 建築 

協定 ７番町 60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m 1.25D＋20m 4h/2.5h 

【建築物の「用途」制限の内容（都市計画法第42条による）】 
区 分 建築可能な用途 
１番町 

専用住宅 ６番町 
７番町 

【建築協定による制限の内容】 
６，７番町については、建築協定により、上記「形態」「用途」に加え、区画分割の禁止や壁面後退などにつ
いて規定されています。 

現行の制限内容 

用途地域等 

の指定 

【用途地域及び地区計画の指定案】 

地区名 用途地域＊
用途地域による形態制限＊

地区計画＊による制限 
建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 

住宅専用地区－Ａ（１番町） 一中高 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 
・「一低」並みに加え店舗併用住宅、共同住宅等の用途制限 

・建築物高さ 12ｍ以下 ・日影は現行保持 

住宅専用地区－Ｂ（６番町） 一低 50／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m － 4h/2.5h ・店舗併用住宅、共同住宅等の用途制限 

住宅専用地区－Ｃ（７番町） 一低 60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m － 4h/2.5h ・店舗併用住宅、共同住宅等の用途制限 

注）   は制限内容が現行より「緩和」になるもの    は制限内容が現行より「強化」になるもの 

【１】用途制限 

○１番町は現行で北側斜線制限がないため、

「一中高※」を指定した上で、地区計画によ

り現行に即した用途の制限を行います。 

○６，７番町は、低層戸建て住宅地としての

環境を保全するため「一低※」を指定した上

で、現行に即し、地区計画により共同住宅

等の立地の制限を行います。 

素案の 

ポイント 

現行の制限内容による区分図 

用途地域 地区計画 

１番町 

６番町 

７番町 

６番町

７番町

１番町

（※）「一低」＝第一種低層住居専用地域 「一中高」＝第一種中高層住居専用地域 

１番町 

６番町 

７番町 

八幡工業団地 

緑が丘 

さつき台 

【２】形態制限 

○形態制限については、現状を保持すること

を基本とし、用途地域で定められない事項

に関しては地区計画に定めます。 

○１番町は現行で高さの制限はありません

が、低層住宅地としての環境保全のため、

現状の建物高さを考慮して「12ｍ以下」に

制限することとし、地区計画によりこれを

規定します。 

【３】その他 

○壁面後退など「建築協定」のみで定められ

た基準については、協定を保持することで

対応します。 

☆ 

☆ 桔梗が丘西４番町の一部区域につい
て、開発の実態及び隣接の用途地域との
整合を考慮して、適切な用途地域等の指
定を図ります。 
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 (8)緑が丘地区（素案）

目指すべき土地利用の将来像 

◇緑が丘（住宅地）の目指すべき土地利用の将来像 

【蔵持地域の土地利用方針図】 

《まちづくりの将来像》  

「都市機能と緑あふれる 

      田園風景が共存するまち」 

《まちづくりの基本方針》 

○健康で生き生きくらせるまちづくり 

○歴史と文化のまちづくり 

○安全、安心のできるまちづくり 

○環境にやさしいまちづくり 

◇蔵持地域のまちづくり方針 

（名張市総合計画 後期基本計画【地域別計画編】より）

◇名張市都市マスタープランの位置付け 

緑が丘 

○緑が丘は、将来の都市構造

の中で「市街地拠点（都市

居住拠点）」に位置付けら

れた、桔梗が丘駅周辺の住

宅地と一体性の高い地区

となっています。 

①住宅専用地区 

低層の戸建て住宅が建ち並ぶ、閑静な住宅

地の環境を保全するため、幹線沿道地区を除

く住宅地全般を位置付けます。 

②幹線沿道地区

徒歩圏内での日常的な生活利便性を確保

するため、小規模な店舗等の立地を誘導する

地区で、歩道の設置された幹線道路の沿道を

位置付けます。 

【ゾーン区分図】

★各ゾーンのイメージ 

〈住宅専用地区〉 

〈幹線沿道地区〉 

★参 考 

すずらん台では、サロン「きずな」を拠点としてコミュニティビジネ
スの創出が図られています。（すずらん台地域ビジョンによる） 
このような地域活
動が円滑に行えるよ
うにするためにも、適
切な土地利用規制へ
の見直しが求められ
ます。 

こうした動きは、百
合が丘、つつじが丘な
ど他の住宅地にも広
がりつつあります。 

市民センター隣に立地するサロン「きずな」 

緑が丘は、蔵持地域の北西端に位置し、地域の居住機能の中心的な役割を担って

います。桔梗が丘西の住宅地を挟み、用途地域が指定されている市街地と近接して

おり、桔梗が丘駅を中心とする市街地と一体性を持ちながら、戸建住宅エリアとし

て良好な住環境の形成が求められます。 

○現状の良好な居住環境の保全 

戸建て専用住宅地としての良好な居住環境の保全を基本として、計画的な

土地利用を図ります。 

○高齢者等も暮らしやすい環境づくり 

車での移動が困難な高齢者等も安全安心に生活できるよう、幹線道路沿い

を中心に、店舗等の立地を促進します。 

このことにより、住民同士が気軽に集まったりできる場が増えることが期

待されます。 

（名張市都市マスタープラン土地利用方針図

より一部改変）
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用途地域等の指定素案 

【建築物の「形態」制限の内容（都市計画法第41条等による）】 
区 分 建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 その他 

（全域） 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 

※建築物の「用途」制限なし 

現行の制限内容 

用途地域等 

の指定

【用途地域及び地区計画の指定案】 

地区名 用途地域＊
用途地域による形態制限＊

地区計画＊による制限 
建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 

住宅専用地区 一中高 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 
・「一低」並みの用途制限 

・建築物高さ 12ｍ以下 ・日影は現行保持 

幹線沿道地区－Ａ

（東側） 
一中高 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h ・建築物高さ 12ｍ以下 ・日影は現行保持 

幹線沿道地区－Ｂ

（西側） 
一中高 60／100 － 1.25D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 

・「二低」並みの用途制限 

・建築物高さ 12ｍ以下 ・日影は現行保持 

注）   は制限内容が現行より「緩和」になるもの    は制限内容が現行より「強化」になるもの 

【１】用途制限 

○緑が丘は現行で用途の制限がなく、さらに北側

斜線制限がないため、全域とも「一中高※」を

指定した上で、地区計画により、住宅専用地区

では「一低※」並み、幹線沿道地区では「二低※」

並みを基本とした用途の制限を行います。（※） 

○ただし、幹線沿道地区の東側の区域においては、

「二低」で既存不適格となる規模の店舗が相当

数立地しているため、「一中高」の用途制限を適

用します。 

素案の 

ポイント 

用途地域 地区計画 

（用途制限なし） 

※住宅専用地区では、上記の用途制限の適用により
用途不適格となる建物が存在しています。 
 これらについては、現状の床面積より1.2 倍まで
の増築が認められます。 

（※）「一低」＝第一種低層住居専用地域 「二低」＝第二種低層住居専用地域 「一中高」＝第一種中高層住居専用地域 

桔梗が丘西 

【２】形態制限 

○形態制限については、現状を保持することを基

本とします。 

○ただし、高さの制限について現行での規定はあ

りませんが、低層住宅地としての環境保全のた

め、現状の建物高さを考慮して、全域とも「12

ｍ以下」に制限することとします。 

○これらの基準について、用途地域で定められな

い事項に関しては地区計画に定めます。 

現行の制限内容による区分図 
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(9)梅が丘地区（素案）

目指すべき土地利用の将来像 

★各ゾーンのイメージ 

〈住宅専用地区〉 

〈幹線沿道地区〉 

〈センター地区〉 

★参 考 

すずらん台では、サロン「きずな」を拠点とし
てコミュニティビジネスの創出が図られていま
す。（すずらん台地域ビジョンによる） 
このような地域活動が円滑に行えるようにす
るためにも、適切な土地利用規制への見直しが
求められます。 

市民センター隣に立地するサロン「きずな」 

こうした動きは、百合が丘、つつじが丘など他
の住宅地にも広がりつつあります。 

①住宅専用地区   低層の戸建て住宅が建ち並ぶ、閑静な住宅地の環境を保全するため、幹線沿道地

区、センター地区を除く住宅地全般を位置付けます。 

《まちづくりの将来像》  

「安全、安心、ふれあい、友愛の住みよいまち」 

《まちづくりの基本方針》 

○元気、賑わいのまちづくり 

○地域資源を生かしたまちづくり 

○美しく住みよいまちづくり 

○安全・安心のまちづくり 

○いきいきと暮らせるまちづくり 

○現状の良好な居住環境の保全 

戸建て専用住宅地としての良好な

居住環境の保全を基本として、計画

的な土地利用を図ります。 

○高齢者等も暮らしやすい環境づくり 

車での移動が困難な高齢者等も安

全安心に生活できるよう、幹線道路

沿いを中心に、店舗等の立地を促進

します。 

このことにより、住民同士が気軽

にふれあえるにぎわいの場が増え、

そこへの移動にバスを利用すること

で公共交通の維持や利便性向上も期

待されます。 

②幹線沿道地区   徒歩圏内での日常的な生活利便性を確保するため、小規模な店舗等の立地を誘導

する地区で、歩道の設置された幹線道路の沿道を位置付けます。 

③センター地区   主に住宅地内の住民の生活利便性を確保するために、店舗等の立地を促進する地

区で、近隣センター地区と医療併用住宅の区域を位置付けます。 

◇梅が丘（住宅地）の目指すべき 

土地利用の将来像 

◇梅が丘地域のまちづくり方針 

（名張市総合計画 後期基本計画【地域別計画編】より）

◇名張市都市マスタープランの位置付け 

梅が丘 

○梅が丘は、将来の都市構造

の中で「生活文化拠点」に

位置付け、質の高い暮らし

ぶりを実現しつつ、住宅地

としての拠点性を高めるこ

ととしています。 

◇土地利用ゾーニング 

【ゾーン区分図】
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用途地域等の指定素案 

【建築物の「形態」制限の内容（都市計画法第41条等による）】 
区 分 建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 その他 
専用住宅 

60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m 1.25D＋20m 4h/2.5h 
店舗併用住宅 
店舗併用住宅又は
専用住宅 

近隣センター地区 70／200 － 1.5D － 2.5D＋31m 5h/3h 
医療併用住宅 60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m 1.25D＋20m 4h/2.5h 

【建築物の「用途」制限の内容（都市計画法第42条による）】 
区 分 建築可能な用途 
専用住宅 一区画一住宅（同一世帯による二世帯住宅は可） 

店舗併用住宅 「一低」に建築可能なもの 
店舗併用住宅又は
専用住宅 

（上２つと同じ） 

近隣センター地区 郵便、警察、スーパーマーケット、銀行用地など 
医療併用住宅 医療併用 

現行の制限内容 

用途地域等 

の指定 

【用途地域及び地区計画の指定案】 

地区名 用途地域＊
用途地域による形態制限＊

地区計画＊による制限 
建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 

住宅専用地区 一低 60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m － 4h/2.5h ・店舗併用住宅、共同住宅等の用途制限 

幹線沿道地区 二低 60／100 10ｍ 1.25D 1.25D＋5m － 4h/2.5h （なし） 

センター地区 二住 60／200 － 1.25D － 1.25D＋20m 5h/3h ・高さ 10ｍ以下 

注）   は制限内容が現行より「緩和」になるもの    は制限内容が現行より「強化」になるもの    は医療併用住宅では「緩和」となる 

【１】用途制限 

○住宅専用地区は、低層戸建て住宅地

としての環境を保全するため「一低
※」を指定した上で、現行に即し、

地区計画により共同住宅等の立地

の制限を行います。 

○幹線沿道地区は、住宅地としての環

境を保全しつつ、小規模な店舗等

（150㎡以下）の立地が可能な「二

低※」を指定します。 

○センター地区は、比較的規模のまと

まった敷地を有し、将来的に敷地の

再編（一体化）も想定されることか

ら、物品販売店舗等で規模要件の緩

やかな「二住※」を指定します。 

素案の 

ポイント 

用途地域 地区計画 

（※）「一低」＝第一種低層住居専用地域 「二低」＝第二種低層住居専用地域 「二住」＝第二種住居地域 

【２】形態制限 

○住宅専用地区、幹線沿道地区の形態

制限については、現状を保持しま

す。 

○センター地区では、指定する用途

（二住）に応じて選択可能な制限値

と、地区の実態を踏まえて現行の規

制内容を変更します。 

○センター地区は現行で高さの制限

はありませんが、住宅地全体の環境

保護のため、周辺と同じ「10ｍ以

下」に制限することとし、地区計画

によりこれを規定します。 

現行の制限内容による区分図 
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 (10)八幡工業団地地区（素案）

目指すべき土地利用の将来像 

【薦原地域の将来地域構造図】 

◇八幡工業団地の目指すべき土地利用の将来像 

《まちづくりの将来像》  

「やすらぎのふるさと薦原 

～わたしたちのきずなでつむぐ、 

  安心・安全・安住の里づくり～」 

《まちづくりの基本方針》 

○快適な道路環境の形成 

○親水空間の創造 

○薦原公園の拠点性向上 

○地域資源の育成 

○安心・安全ネットワークの構築 

○地域の魅力発信 

◇薦原地域のまちづくり方針 

（名張市総合計画 後期基本計画【地域別計画編】より）

◇名張市都市マスタープランの位置付け 

【ゾーン区分図】

八幡工業団地 

○八幡工業団地は、将来の都

市構造の中で「産業拠点」に

位置付け、操業環境の改善や

物流機能の強化のほか、新た

な産業の育成などに努める

こととしています。 

八幡工業団地は、本市の代表的な産業拠点の一つである一方、さつき台

などの良好な居住環境を有する住宅地に隣接し、周辺には既存集落も分布

しています。また、当地は薦原地域ビジョンにおいては「産業振興ゾーン」

に位置付けられ、“安全性の確保や機能強化に向けた環境整備を図る”こ

ととしています。 

これらのことから、産業拠点としての操業環境の保全・育成とともに、

周辺の住環境保全に配慮した土地利用が求められます。 

○産業拠点として操業環境の保全・育成 

将来の社会・経済情勢等の変化に伴う施設の増設や土地利用転換が

行われる際に、無秩序な土地利用の混在等により工業団地としての操

業環境が損なわれないよう、計画的な土地利用誘導を図ります。 

○周辺の住環境保全への配慮 

さつき台などの住宅地集落と隣接する区域では、騒音や振動、臭気

の発生などにより周辺環境に多大な影響を及ぼすおそれのある工場

等の立地を抑制するなど、良好な住環境の保全に配慮します。 

（薦原地域ビジョン(コモコモプラン 21)より）

工業地として操業

環境の保全・育成 
住環境保全に配慮

した土地利用誘導 

八幡工業団地 

①工業環境保全ゾーン 

 八幡地区など周辺の集落環境の保全に配慮しつつ、工業団地として操業

環境の保全・育成を図るため、住宅地に隣接する地区を除き工業環境を主

としたゾーンに位置付けます。 

②住工環境調和ゾーン

工業団地に隣接するさつき台などの住宅地の環境保全と沿道サービス機

能の向上を図るため、国道368号沿道等を住環境と工業環境の調和を目的

としたゾーンに位置付けます。 

周辺の集落

環境保全へ

の配慮 
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用途地域等の指定素案 

【建築物の「形態」制限の内容（都市計画法第41条等による）】 

区 分 建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 その他 

（全域） 60／200 － 1.5D － 1.25D＋20m 4h/2.5h 

【建築物の「用途」制限の内容（都市計画法第42条による）】 

区 分 建築可能な用途 

（全域） 工場 

現行の制限内容 

【用途地域及び地区計画の指定案】 

地区名 用途地域＊
用途地域による形態制限＊ 地区計画＊による

制限 建ぺい／容積率 高さ 道路斜線 北側斜線 隣地斜線 日影 

工業専用地区
工専 

60／200 － 1.5D － 2.5D＋31m － なし
工業 

住宅地隣接地区 準工 60／200 － 1.5D － 2.5D＋31m 5h/3h なし

注）   は制限内容が現行より「緩和」になるもの    は制限内容が現行より「強化」になるもの 

【１】用途制限 

○工業環境保全ゾーンは、操業環境を保全するため「工専※」

の指定を基本とします。ただし、一部に「工専」で不適格

となる施設が立地しており、その操業実態を勘案するとと

もに、当地区が住宅地に近接するところで住環境への配慮

も望まれることから「工業※」を指定します。 

○住工環境保全ゾーンは、桔梗が丘西、さつき台の住宅地に

隣接する幹線道路沿道の地区で、商業・業務施設や運輸倉

庫等が立地しています。また、工業環境保全ゾーンと住宅

地に挟まれた地区で、双方の環境を保護する緩衝帯として

も機能する土地利用が望ましいこと、及び既存の建築物用

途や工業団地隣接地としての新規工場立地のポテンシャル

を考慮して「準工※」を指定します。 

【２】形態制限 

○指定する用途に応じて選択可能な制限値と、地区の実

態を踏まえて現行の規制内容を変更します。 

素案の 

ポイント 

【３】その他 

○三重県生活環境の保全に関する条例に基づく工場等

の騒音・振動に対する規制値は、用途無指定、工業地

域、工業専用地域でそれぞれ異なりますが、既存の「公

害防止協定」を遵守し現状の環境維持を図ります。 

○団地周辺での無秩序な工場等の立地により、既存の営

農環境や集落の住環境を著しく悪化させないよう、特

定用途制限地域を活用しつつ、計画的な土地利用誘導

を図ります。 

用途地域等 

の指定 

（※）「準工」＝準工業地域 「工業」＝工業地域 「工専」＝工業専用地域 

現行の制限内容による区分図 

☆ 

☆ 八幡工業団地と桔梗が丘西、緑が丘に囲まれた区域は、開発の実態
及び隣接の用途地域との整合を考慮して、適切な用途地域等の指定を
図ります。 

用途地域 

さつき台 

桔梗が丘西 

緑が丘 
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 ここでは、対象地区に実在のものとほぼ同程度の敷地をモデルとして、北側斜線制限に最も不利と

みられる条件で、建替えの際に従前の容積（床面積）が確保できるかを検証しています。 

敷地の条件 ・南北方向に長い街区で、南北方向の長さが東西方向よりも短い長方形の敷地の
うち、最も小規模なレベルのもの 
〔南北：11.5ｍ、東西：17.5ｍ、敷地面積：約201㎡〕 
・許容容積率100％、建ぺい率60％、壁面後退1ｍ 

建築物の条件 ・容積率を最大の100％とした総二階建て（建ぺい率は50％となる） 
・屋根形状は、寄せ棟タイプ 

① 検証モデルⅠ 

・「検証モデルⅠ」は、主に南側からの採光を確保するため、東、

西、北の3面を壁面後退の基準いっぱいに寄せたモデルです。 

・このモデルでは、南側におおむね4ｍの空地（庭、駐車スペー

ス等）が確保できます。 

・北側の庇が、北側斜線制限に抵触しています。 

建替えモデル 

北側の庇が、北側斜線
制限に抵触 

・北側斜線制限に適合させるためには、庇の出幅や階高等によっ

ても若干異なりますが、北側敷地境界から壁面までの距離が約

1.5ｍ必要となります。 

・従前の容積率を維持するには、南側の空地の幅は約3.5ｍとな

り、南側の採光条件としてはやや悪くなりますが、駐車スペー

ス等の確保は可能です。 

北側の壁面後退距離
を約1.5ｍ確保するこ
とで、北側斜線制限へ
の適合が可能 

【参考資料】北側斜線制限の導入による影響の検証 
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② 検証モデルⅡ 

・「検証モデルⅡ」は、主に東側からの採光を確保するため、西、

北、南の3面を壁面後退の基準いっぱいに寄せたモデルです。 

・このモデルでは、東側におおむね6ｍの空地（庭、駐車スペー

ス等）が確保できます。 

・北側の庇が、北側斜線制限に抵触しています。 

建替えモデル 

北側の庇が、北側斜線
制限に抵触 

・北側斜線制限に適合させるためには、検証モデルⅠと同様、北

側敷地境界から壁面までの距離が約1.5ｍ必要となります。 

・従前の容積率を維持するには、建物の南北方向の幅が約0.5ｍ

だけ減少する分を、東西方向の幅を広げることで対応可能で

す。（図の例では、北寄りの一部で東側に広げています。） 

北側の壁面後退距離を約
1.5ｍ確保することで、北側
斜線制限への適合が可能 

北側の壁面後退距離の拡大
による、建物南北方向の幅の
減少分だけ、東西方向の幅を
広げることで、従前の容積率
の確保が可能 

★「天空率」による北側斜線制限の緩和について 

上記“検証モデルⅡ”のように、建物が敷地の東西方向いっぱいに建てられていない場合、「天

空率」の制度を適用することにより、北側斜線制限の緩和が受けられることもあります。 

「天空率」の制度の概要は次ページのとおりです。 
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【天空率の制度概要】 

◇「天空率」とは 

◇天空率の適用イメージ （注：図は道路斜線制限の場合） 

◇「天空率」による適合化 

・実際に建てられる建築物によって遮られる採光・通風等が、斜線制限の基準で認められるもの

と同等以下であれば、斜線制限を適用しない、という“緩和規定”です。 

・北側斜線のほか、道路斜線、隣地斜線にも適用されます。 

「天空図」の白色の部分の面積が〔①＜②〕であれば、斜線制限は適用されない。 

高さ、幅とも基準

いっぱいに建て

た場合の面積 

高さは基準を超えるが、

建物の幅を抑えた場合

の面積 

魚眼レンズで見る

イメージで、「天空

図」を描く。 

※イラスト出典：建築申請ｍｅｍｏ（新日本法規） 

上のイメージ図②のように、斜線制限の範囲を超える部分があっても、建物の幅を抑えることに

よって適法とすることが可能になる場合があります。 
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用途地域

とは 

用途地域は、住宅地、商業地、工業地といった市街地の環境を守るため、そ

れぞれの市街地環境にそぐわない用途の建物が立地することを制限するもの

で、次の12種類（住居系7種、商業系2種、工業系3種）があります。 

また、それぞれの用途地域で建てられる建築物の制限は次ページの一覧表の

とおりです。 

住居系 

（7 種） 

商業系 

（2 種） 

工業系 

（3 種） 

注）本説明資料の中では「 」書きで以下の略称を使用している場合があります。 

 ・第一種低層住居専用地域＝「一低」 ・第二種低層住居専用地域＝「二低」 

 ・第一種中高層住居専用地域＝「一中高」 ・第二種中高層住居専用地域＝「二中高」 

 ・第一種住居地域＝「一住」 ・第二種住居地域＝「二住」 ・準住居地域＝「準住」 

 ・近隣商業地域＝「近商」 ・商業地域＝「商業」 

 ・準工業地域＝「準工」 ・工業地域＝「工業」 ・工業専用地域＝「工専」 

【用語解説】
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用途地域による建築物の用途制限の概要 

用途地域内の建築物の用途制限

建てられる用途

建てられない用途

①、②、③、④、▲、面積、階数等の制限あり

第
一
種
低
層
住
居
専
用
地
域

第
二
種
低
層
住
居
専
用
地
域

第
一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

第
二
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

第

一

種

住

居

地

域

第

二

種

住

居

地

域

準

住

居

地

域

近

隣

商

業

地

域

商

業

地

域

準

工

業

地

域

工

業

地

域

工

業

専

用

地

域

略 称
一

低

二

低

一
中
高

二
中
高

一

住

二

住

準

住

近

商

商

業

準

工

工

業

工

専

備    考

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿 ○○○○○○○○○○○

兼用住宅で非住宅部分の床面積が50㎡以下かつ建築物の延べ面積の2分の1以下のもの ○○○○○○○○○○○非住宅部分の用途制限あり 

店舗等の床面積が 150 ㎡以下のもの ①②③○○○○○○○④

店舗等の床面積が 150 ㎡を超え、500 ㎡以下のもの ②③○○○○○○○④

店舗等の床面積が 500 ㎡を超え、1,500 ㎡以下のもの ③○○○○○○○④

店舗等の床面積が 1,500 ㎡を超え、3,000 ㎡以下のもの ○○○○○○○④

店舗等の床面積が 3,000 ㎡を超え、10,000 ㎡以下のもの ○○○○○○④

店
舗
等

店舗等の床面積が 10,000 ㎡を超えるもの ○○○

①日用品販売店舗、喫茶店、理髪店
及び建具屋等サービス業用店舗
のみ。2 階以下。 

②①に加えて、物品販売店舗、飲食
店、損保代理店・銀行の支店・宅
地建物取引業等のサービス業用
店舗のみ。2 階以下。 

③2 階以下。 
④物品販売店舗、飲食店を除く。

事務所等の床面積が 1,500 ㎡以下のもの ▲○○○○○○○○

事務所等の床面積が 1,500 ㎡を超え、3,000 ㎡以下のもの ○○○○○○○○

事
務
所
等事務所等の床面積が 3,000 ㎡を超えるもの ○○○○○○○

▲2 階以下 

ホテル、旅館 ▲○○○○○▲3,000 ㎡以下 

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッティング練習場等 ▲○○○○○○▲3,000 ㎡以下 

カラオケボックス等 ▲▲○○○▲▲▲10,000 ㎡以下 

マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、馬券・車券販売所等 ▲▲○○○▲▲10,000 ㎡以下 

劇場、映画館、演芸場、観覧場 ▲○○○▲客席 200 ㎡未満 

遊
技
施
設
・
風
俗
施
設キャバレー、ダンスホール等、個室付浴場等 ○▲▲個室付浴場等を除く 

公衆浴場、診療所、保育所、神社、寺院、派出所等 ○○○○○○○○○○○○

老人福祉センター、児童厚生施設等 ▲▲○○○○○○○○○○▲600 ㎡以下 

図書館、老人ホーム、身体障害者福祉ホーム等 ○○○○○○○○○○○

幼稚園、小・中・高等学校 ○○○○○○○○○○

病院、大学、高等専門学校、専修学校等 ○○○○○○○○

公
共
施
設
・
病
院
等

自動車教習所 ▲○○○○○○○▲3,000 ㎡以下 

単独車庫（附属車庫を除く） ▲▲▲▲○○○○○○▲300 ㎡以下、2 階以下 

①①②②③③○○○○○○建築物附属自動車車庫 

・①②③については、建築物の延べ面積の1/2以下かつ備考欄に記載の制限 ※一団地の敷地内について別に制限あり 

①600 ㎡以下、1 階以下 
②3,000 ㎡以下、2階以下 
③2 階以下 

倉庫業倉庫 ○○○○○○

畜舎（15㎡を超えるもの） ▲○○○○○○○▲3,000 ㎡以下 

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服店、畳屋、建具屋、自

転車店等で作業場の床面積が 50㎡以下 
▲▲▲○○○○○○○○

原動機の制限あり 
▲2 階以下 

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場 ①①①②②○○○

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場 ②②○○○

危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場 ○○○

原動機・作業内容の制限あり
危険作業場の床面積 
①50 ㎡以下 
②150 ㎡以下

危険性が大きいか又は著しく環境を悪化させるおそれがある工場 ○○

自動車修理工場 ①①②③③○○○

作業場の床面積 
①50 ㎡以下 ②150 ㎡以下 
③300 ㎡以下 
原動機の制限あり 

量が非常に少ない施設 ①②○○○○○○○

量が少ない施設 ○○○○○

量がやや多い施設 ○○○

工

場

・

倉

庫

等

火薬、石油類、ガスなどの危険物の

貯蔵、処理の量 

量が多い施設 ○○

①1,500 ㎡以下 2 階以下 
②3,000 ㎡以下 

注）本表は、すべての制限について掲載したものではありません。 

（※）用途地域の定めのない区域では、10,000㎡を超える大規模集客施設のみが制限されます。 
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○【建ぺい率／容積率】「建ぺい率」は建築面積（一般には１階部分の面積）の敷地面積に対する割合、

「容積率」は延べ床面積（全ての階の床面積合計）の敷地面積に対する割合を

いいます。用途地域に応じて建ぺい率、容積率の上限が定められています。 

○【道路斜線】道路から建物を見たときの圧迫感を抑えるため、道路側から一定距離（適用距離）内に

おいて建築可能な範囲を下図のように制限するものです。 

○【北側斜線】北側に隣接する敷地に対して南側からの日照が最低限確保されるよう、建築可能な範囲

を下図のように制限するものです。 

（注：北側斜線は住居専用地域（「一低」「二低」「一中高」「二中高」）のみに適用されます。） 

この図の場合、本説明資料の中では 

次のように表記しています。 

・道路斜線＝「1.25D」 

・北側斜線＝「1.25D＋5m」 

形態制限

とは 

さらに、用途地域などに応じて、建築物の形態も制限されています。また、

用途地域の指定のない区域においても、形態制限が適用されています。 

これらの制限は、主に、日照や風通しといった居住環境を確保したり、周辺

道路への交通集中による過度の負担がかからないようにしたりすることを目的

に定められています。 

形態制限の種類や内容は以下のとおりです。 
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○【隣地斜線】隣接する敷地に対する圧迫感を抑えるため、建築

可能な範囲を右図のように制限するものです。 

（注：低層住居専用地域（「一低」「二低」）では、絶対高さ

が 10ｍ又は 12ｍ以下に制限されるため、隣地斜線

は適用されません。） 

○【日 影】一定の高さ以上※１の建物が、冬至日において、周辺の敷地に落としても良い日影の時間を

制限するものです。（この場合の日影は、地盤面ではなく測定面※２の高さで測ります。） 

※１（制限の対象となる建物の高さ） ※２（測定面の高さ） 

低層住居専用地域（「一低」「二低」） 軒高＞7ｍ又は地上階数≧3階 1.5ｍ 

上記以外の用途地域 建築物高さ＞10ｍ 4ｍ又は6ｍ 

この図の場合、本説明資料の中では 

次のように表記しています。 

・隣地斜線＝「1.25D＋20m」 

この図の場合、本説明資料の中では 

次のように表記しています。 

・日影＝「4h/2.5h」 
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地区計画

とは 

地区としてのまとまりを単位として、地区の特性に応じて、下図のようにき

め細かい独自のルールを定めることができる制度です。 
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パブリックコメントに対していただいた御意見・御質問のうち、複数回御質問があった内容

や素案の考え方を補足説明できる御質問についてまとめています。 

意 見・質 問 回 答・説 明 

１ ◎見直し方針が確定

した後の進め方は？ 

◎方針が確定した後

でも、市民の意見を反

映できる機会はある

の？ 

 見直し方針確定後は、個別案件について更に詳細な検討を行い、そ

の都度、関係住民の皆様との懇談会や説明会、パブリックコメント等

を通じて、皆様の意見を反映しながら実現化を図ってまいります。 

また、ＳＴＥＰ１の対象区域においては、用途指定等の具体的内容

について、引き続き、地区住民の皆様と協議しながら、都市計画の素

案を作成し、合意形成が得られた地区から順次、都市計画法に基づい

た手続を進めます。 

この法定の手続においても、説明会や案の縦覧、意見募集など、市

民の皆様の御意見を頂く機会が設けられています。 

２ ◎都市づくりの仕組

みとして、都市計画法

だけで暮らしやすい

まちができるの？ 

 市全体の土地利用に関しては、国土利用法を上位として、市街地で

は都市計画法、農業地では農振法＊１、森林地等では森林法や自然公園

法等が主体的役割を果たしながら、秩序ある土地利用が図られていま

す。 

さらに、市街地における良好な環境の保全に向けては、都市計画法

以外にも、建築基準法や風営法＊２、大店立地法＊３、騒音規制法、工場

立地法等の様々なルール（基準）を定めた法律があります。 

 また、店舗、企業等の誘致に関しては、中活法＊４による中心市街地

のまちづくりのほか、自治体独自による税制優遇等の財政的支援など

が挙げられます。 

 このように、都市計画法だけでなく、多様な仕組みが連動して住民

の生活環境や事業者の操業環境を保ちながら、安心・快適に暮らせる

まちがつくられています。 
＊１ 農業振興地域の整備に関する法律 ＊２ 風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律 ＊３ 大規模小売店舗立地法 ＊４ 中心市街地の活性化に

関する法律

３ ◎用途地域や地区計

画を指定するメリッ

トやデメリットは？ 

 用途地域や地区計画を指定することにより、その基準に反する建築

物が将来的にも立地しないことが法的に担保されます。このことは、

個々の住民及び事業者に対しては制限が強化されることになります

が、同時に、周辺の土地においても生活環境や操業環境を大きく悪化

させるような建築物が立地することがなくなるため、大きな安心感が

得られることになります。 

 また、地区計画は、用途地域よりもきめ細かなルールを地域の実情

に応じて定めることができるため、住民の皆様で合意形成を図りなが

ら、より快適で暮らしやすいまちづくりを進められるというメリット

があります。 

 なお、土地利用の制限が変わることに伴い、土地の価値が変動する

場合があり、これにより売買の価格や固定資産税等に影響することも

想定されます。 

４ ◎用途地域や地区計

画が指定された場合、

現在ある都市計画法

４１条、４２条や建築

協定のルールはどう

なるの？ 

 用途地域や地区計画が定められた際には、都市計画法４１条（建物

の形態制限）、４２条（予定建築物の制限）の解除を併せて行います。 

 なお、法制度に基づく建築協定のほか、任意の協定、覚書等につい

ては継続されます。 

【用途地域等の見直し方針に関するよくある質問】
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意 見・質 問 回 答・説 明 

５ ◎用途地域の指定に

よって、新しい基準に

適合しない建物（既存

不適格建築物）はどう

なるの？ 

 新たに基準が設定された時点において、既に存在している建築物

で、その基準に適合しないものを「既存不適格建築物」といいます。 

 既存不適格建築物について、現状のまま使用することについては問

題ありません。 

さらに、“用途”の基準に適合しない既存不適格建築物については、

従前の床面積の1.2倍までの増築なども許容されています。 

 一方、北側斜線等の“形態”の基準に適合しない場合では、基準に

適合しない部分と関係のない部分で増築や改築を行う際においても、

基準に適合しない部分を適合するように改修しなければなりません。 

６ ◎用途地域指定検討

区域のうち、ＳＴＥＰ

１の取組に含まれて

いない部分がありま

すが？ 

◎土地利用マスター

プランにおいて市街

化保留区域に位置付

けられた部分の用途

地域等の指定につい

てはどのように考え

ているの？ 

市街化保留区域（蔵持地区、瀬古口地区の一部など）では、現在、

建物用途に関するルールがほとんどないため、住宅と工場、店舗など

の混在がみられ、用途地域を指定する際には、そうした現状を踏まえ

ながら新規で土地利用のルールを定める必要があります。また、現状

では市街地を形成する上では道路等の基盤が脆弱で、都市的な基盤整

備も必要になります。さらに、当区域は現在、農業振興地域となって

おり、農業関係との調整も必要で、これらの検討や調整にかかる時間

も長期に及ぶことが予想されます。 

一方、ＳＴＥＰ１の対象区域は、市街化保留区域とは状況が大きく

異なり、都市的基盤の整った市街地が既に形成されており、建物用途

に関するルールも存在することから、まず、そのルールを分かりやす

い制度に改める取組を行うこととしています。 

市街化保留区域に関する考え方を見直し方針に追加していますの

で、詳細はそちらをご覧下さい。 

７ ◎既存用途地域の見

直しは、「名張地区」

と「桔梗が丘地区の幹

線沿道」だけを対象と

しているの？ 

名張市都市マスタープランに基づき、本見直し方針では歩いて暮ら

せるまちづくりなど、暮らしのまちとして住環境の向上や利便性の確

保に向けた観点から、特に、現在指定されている用途地域にそぐわな

い土地利用の実態が見受けられる左記の２地区を重点的に見直す対

象としてしますが、用途地域の見直し自体は、次項に示すとおり社会

情勢の変化等を踏まえ、他の地域においても必要に応じて行っていき

ます。 

８ ◎社会情勢の変化に

伴い、土地利用の需要

も変化していくと予

想されますが、用途地

域や都市計画道路の

見直しは、今後も行っ

ていくの？ 

 土地利用や建物などの変化を把握するため、おおむね５年ごとに都

市計画に関する基礎調査を行っており、その結果などを踏まえて、用

途地域などの都市計画について必要な見直しを定期的に行ってまい

ります。 

 また、それ以外にも、上位計画である都市マスタープラン等、都市

計画に関する方針が見直された場合など、大規模な土地利用・都市構

造の転換が想定される場合や、地域からの提案（都市計画法第２１条

の２等）が出された場合などは、随時見直しを検討します。 


